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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　積層された絶縁層及び配線層を有し、一方の面とその反対側の他方の面とを有する多層
配線構造体と、
　前記多層配線構造体の一方の面に搭載された電子部品と、
　前記多層配線構造体の他方の面に形成された放熱部材及び前記多層配線構造体の他方の
面の端部位置に形成されたアンテナと、
　前記多層配線構造体内に形成され、一端が前記放熱部材と熱的に接続され、他端部が前
記電子部品と熱的に接続された放熱経路と、
　前記多層配線構造体内に形成され、前記アンテナと前記電子部品を接続する配線と、
を有し、
　前記放熱部材と、前記アンテナと、は別の部材として形成され、間隔を空けて対向する
ように配置されており、
　前記放熱部材は前記電子部品と対向して配置された電子装置。
【請求項２】
　前記放熱部材と前記アンテナとが、単一の金属板または金属箔から形成されている請求
項１記載の電子装置。
【請求項３】
　前記電子部品は、放熱用のサーマルバンプを介して前記放熱経路と熱的に接続されてな
る請求項１または２に記載の電子装置。
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【請求項４】
　前記放熱部材をグランド接続してなる請求項１乃至３のいずれか一項に記載の電子装置
。
【請求項５】
　前記放熱部材と前記配線とで、マイクロストリップ線路が形成されてなる請求項４記載
の電子装置。
【請求項６】
　前記アンテナは前記多層配線構造体の他方の面の端部に形成され、
　前記放熱部材は、前記多層配線構造体の他方の面の全面積の７０～８０％の面積を占め
ている請求項１乃至５のいずれか一項に記載の電子装置。
【請求項７】
　前記放熱部材の形成領域が、前記アンテナにより分断されていない請求項１乃至６のい
ずれか一項に記載の電子装置。
【請求項８】
　支持板上に絶縁層と配線層とを積層し、前記支持板に接する他方の面と、その反対側の
一方の面とを有する多層配線構造体を形成する工程と、
　前記他方の面に、前記支持板から形成した放熱部材及び前記他方の面の端部位置に、前
記支持板から形成したアンテナを設ける工程と、
　前記一方の面に、電子部品を実装する工程と、を有し、
　前記多層配線構造体の形成工程時に、前記多層配線構造体内に、一端が前記放熱部材と
熱的に接続され他端が前記電子部品と接続される放熱経路と、前記アンテナと前記電子部
品とを接続する配線とが形成され、
　前記放熱部材と、前記アンテナと、は別の部材として形成され、間隔を空けて対向する
ように配置されており、
　前記放熱部材は前記電子部品と対向して配置されていることを特徴とする電子装置の製
造方法。
【請求項９】
　前記支持板が金属箔または金属板からなり、前記支持板をパターニングして前記放熱部
材及び前記アンテナを同時に形成する請求項８記載の電子装置の製造方法。
【請求項１０】
　前記電子部品に放熱用のサーマルバンプを設け、
　該サーマルバンプを前記放熱経路に熱的に接続させる請求項８または９に記載の電子装
置の製造方法。
【請求項１１】
　前記アンテナは前記多層配線構造体の他方の面の端部に形成され、
　前記放熱部材は、前記多層配線構造体の他方の面の全面積の７０～８０％の面積を占め
ている請求項８乃至１０のいずれか一項に記載の電子装置の製造方法。
【請求項１２】
　前記放熱部材の形成領域が、前記アンテナにより分断されていない請求項８乃至１１の
いずれか一項に記載の電子装置の製造方法。
【請求項１３】
　電子部品が実装される配線基板であって、
　積層された絶縁層及び配線層を有し、一方の面とその反対側の他方の面とを有する多層
配線構造体と、
　前記多層配線構造体の他方の面に形成された放熱部材及び前記多層配線構造体の他方の
面の端部位置に形成されたアンテナと、
　前記多層配線構造体内に形成され、一端が前記放熱部材と熱的に接続され、他端部が前
記電子部品と熱的に接続される放熱経路と、
　前記多層配線構造体内に形成され、前記アンテナと前記電子部品を接続する配線と、
を有し、
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　前記放熱部材と、前記アンテナと、は別の部材として形成され、間隔を空けて対向する
ように配置された配線基板。
【請求項１４】
　前記放熱部材と前記アンテナとが、単一の金属板または金属箔から形成されている請求
項１３記載の配線基板。
【請求項１５】
　前記電子部品は、放熱用のサーマルバンプを介して前記放熱経路と熱的に接続されてな
る請求項１３または１４に記載の配線基板。
【請求項１６】
　前記放熱部材をグランド接続してなる請求項１３乃至１５のいずれか一項に記載の配線
基板。
【請求項１７】
　前記放熱部材と前記配線とで、マイクロストリップ線路が形成されてなる請求項１６記
載の配線基板。
【請求項１８】
　前記アンテナは前記多層配線構造体の他方の面の端部に形成され、
　前記放熱部材は、前記多層配線構造体の他方の面の全面積の７０～８０％の面積を占め
ている請求項１３乃至１７のいずれか一項に記載の配線基板。
【請求項１９】
　前記放熱部材の形成領域が、前記アンテナにより分断されていない請求項１３乃至１８
のいずれか一項に記載の配線基板。
【請求項２０】
　電子部品が実装される配線基板の製造方法であって、
　支持板上に絶縁層と配線層とを積層し、前記支持板に接する他方の面と、その反対側の
一方の面とを有する多層配線構造体を形成する工程と、
　前記他方の面に、前記支持板から形成した放熱部材及び前記他方の面の端部位置に、前
記支持板から形成したアンテナを設ける工程と、を有し、
　前記多層配線構造体の形成工程時に、前記多層配線構造体内に、一端が前記放熱部材と
熱的に接続され他端が前記電子部品と接続される放熱経路と、前記アンテナと前記電子部
品とを接続する配線とが形成され、
　前記放熱部材と、前記アンテナと、は別の部材として形成され、間隔を空けて対向する
ように配置されたことを特徴とする配線基板の製造方法。
【請求項２１】
　前記アンテナは前記多層配線構造体の他方の面の端部に形成され、
　前記放熱部材は、前記多層配線構造体の他方の面の全面積の７０～８０％の面積を占め
ている請求項２０に記載の配線基板の製造方法。
【請求項２２】
　前記放熱部材の形成領域が、前記アンテナにより分断されていない請求項２０または２
１に記載の配線基板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子装置及びその製造方法及び配線基板及びその製造方法に係り、特に受動部
品を有する電子装置及びその製造方法及び配線基板及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の無線通信機器の小型に伴い、無線通信機器に搭載される半導体装置の小型化が望
まれており、小型化された半導体装置としては、例えば、図１に示すような半導体装置３
００がある。同図に示される半導体装置３００は、配線基板３０１と、電子部品３０２，
３０３と、金属板３０８と、スロットアンテナ３１０とを有する。配線基板３０１は、コ



(4) JP 5314889 B2 2013.10.16

10

20

30

40

50

ア基板３０５と、第１の多層配線構造体３０６と、第２の多層配線構造体３０７とを有す
る。
【０００３】
　第１の多層配線構造体３０６は、複数の絶縁層及び配線パターン（図示せず）が積層さ
れた構成とされており、コア基板３０５の上面３０５Ａに設けられている。第２の多層配
線構造体３０７は、複数の絶縁層及び配線パターン（図示せず）が積層された構成とされ
ており、コア基板３０５の下面３０５Ｂに設けられている。第２の多層配線構造体３０７
の配線パターン（図示せず）は、コア基板３０５に設けられた貫通ビア（図示せず）を介
して、第１の多層配線構造体３０６の配線パターン（図示せず）と電気的に接続されてい
る。
【０００４】
　金属板３０８は、第２の多層配線構造体３０７の面３０７Ｂに設けられている。金属板
３０８は、板状とされており、グランド電位とされている。スロットアンテナ３１０は、
金属板３０８に設けられている。スロットアンテナ３１０は、金属板３０８に設けられた
貫通溝３０９と、貫通溝３０９の側壁に対応する金属板３０８とにより構成されている。
【０００５】
　電子部品３０２，３０３は、第１の多層配線構造体３０６の配線パターン（図示せず）
と電気的に接続されている。電子部品３０２としては、例えば、ＲＦＩＣ（信号を発生さ
せる回路素子）を用いることができる。また、電子部品３０３としては、例えば、ＲＦＩ
Ｃからの信号を制御する制御回路素子を用いることができる。
【０００６】
　このように、配線基板３０１の一方の面に電子部品３０２，３０３を接続し、配線基板
３０１の他方の面にスロットアンテナ３１０を設けることにより、配線基板３０１の同一
平面上に電子部品３０２，３０３とスロットアンテナ３１０とを設けた場合と比較して、
配線基板３０１の面方向のサイズを小型化することが可能となるため、半導体装置３００
の小型化を図ることができる（例えば、特許文献１参照。）。
【０００７】
　上記配線基板３０１は、ビルドアップ法により、コア基板３０５の両面３０５Ａ，３０
５Ｂに第１及び第２の多層配線構造体３０６，３０７を形成することで製造される。しか
しながら、従来の配線基板３０１の製造方法では、配線基板３０１の生産性を向上させる
ことが困難であり、配線基板３０１の製造コストを低減することができないという問題が
あった。これにより、半導体装置３００の製造コストが増加してしまうという問題があっ
た。
【０００８】
　そこで、小型化を図りつつ製造コストの低減を図りうる半導体装置の製造方法として、
特許文献２に開示された半導体装置及びその製造方法が提案されている。
【特許文献１】特開２０００－０９１７１７号公報
【特許文献２】特開２００７－２６６４４３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　特許文献２に開示された半導体装置及びその製造方法によれば、多層配線構造体を形成
するときの支持板となる金属板をパターニングしてアンテナを形成することにより、多層
配線構造体を形成後に金属板を除去する工程が不要となるため、配線基板の製造工程数を
削減することが可能となるので、半導体装置の製造コストを低減することができる。
【００１０】
　ところで、アンテナを有する半導体装置に搭載される電子部品（半導体チッブ）は、一
般に高周波対応の部品であり発熱量が大きいものが多い。しかしながら、引用文献２に開
示された半導体装置は、電子部品が発生する熱に対する対応が採られていなかった。この
ため、電子部品で発生する熱を効率よく放熱することができないという問題点があった。
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【００１１】
　本発明は上記の点に鑑みてなされたものであり、製造コストの低減を図りつつ、放熱効
率の向上も図りうる電子装置及びその製造方法及び配線基板及びその製造方法を提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記の課題は、本発明の第１の観点からは、積層された絶縁層及び配線層を有し、一方
の面とその反対側の他方の面とを有する多層配線構造体と、前記多層配線構造体の一方の
面に搭載された電子部品と、前記多層配線構造体の他方の面に形成された放熱部材及び前
記多層配線構造体の他方の面の端部位置に形成されたアンテナと、前記多層配線構造体内
に形成され、一端が前記放熱部材と熱的に接続され、他端部が前記電子部品と熱的に接続
された放熱経路と、前記多層配線構造体内に形成され、前記アンテナと前記電子部品を接
続する配線と、を有し、前記放熱部材と、前記アンテナと、は別の部材として形成され、
間隔を空けて対向するように配置されており、前記放熱部材は前記電子部品と対向して配
置された電子装置により解決することができる。
【００１３】
　上記の課題は、本発明の第２の観点からは、支持板上に絶縁層と配線層とを積層し、前
記支持板に接する他方の面と、その反対側の一方の面とを有する多層配線構造体を形成す
る工程と、前記他方の面に、前記支持板から形成した放熱部材及び前記他方の面の端部位
置に、前記支持板から形成したアンテナを設ける工程と、前記一方の面に、電子部品を実
装する工程と、を有し、前記多層配線構造体の形成工程時に、前記多層配線構造体内に、
一端が前記放熱部材と熱的に接続され他端が前記電子部品と接続される放熱経路と、前記
アンテナと前記電子部品とを接続する配線とが形成され、前記放熱部材と、前記アンテナ
と、は別の部材として形成され、間隔を空けて対向するように配置されており、前記放熱
部材は前記電子部品と対向して配置されていることを特徴とする電子装置の製造方法によ
り解決することができる。
【００１５】
　上記の課題は、本発明の第３の観点からは、電子部品が実装される配線基板であって、
積層された絶縁層及び配線層を有し、一方の面とその反対側の他方の面とを有する多層配
線構造体と、前記多層配線構造体の他方の面に形成された放熱部材及び前記多層配線構造
体の他方の面の端部位置に形成されたアンテナと、前記多層配線構造体内に形成され、一
端が前記放熱部材と熱的に接続され、他端部が前記電子部品と熱的に接続される放熱経路
と、前記多層配線構造体内に形成され、前記アンテナと前記電子部品を接続する配線と、
を有し、前記放熱部材と、前記アンテナと、は別の部材として形成され、間隔を空けて対
向するように配置された配線基板により解決することができる。
【００１６】
　上記の課題は、本発明の第４の観点からは、電子部品が実装される配線基板の製造方法
であって、支持板上に絶縁層と配線層とを積層し、前記支持板に接する他方の面と、その
反対側の一方の面とを有する多層配線構造体を形成する工程と、前記他方の面に、前記支
持板から形成した放熱部材及び前記他方の面の端部位置に、前記支持板から形成したアン
テナを設ける工程と、を有し、前記多層配線構造体の形成工程時に、前記多層配線構造体
内に、一端が前記放熱部材と熱的に接続され他端が前記電子部品と接続される放熱経路と
、前記アンテナと前記電子部品とを接続する配線とが形成され、前記放熱部材と、前記ア
ンテナと、は別の部材として形成され、間隔を空けて対向するように配置されたことを特
徴とする配線基板の製造方法により解決することができる。

【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、放熱部材が放熱経路を介して電子部品と熱的に接続されるため、電子
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部品で発生する熱を効率よく放熱することができる。また放熱部材は、多層配線構造体の
電子部品が配設された面と反対側の面に受動部品と共に配設されるため、全てを同一面に
形成する構成に比べて電子装置の小型化を図ることができる。また、放熱部材は多層配線
構造体の補強部材としても機能するため、電子装置の強度を高めることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　次に、本発明を実施するための最良の形態について図面と共に説明する。
【００１９】
　図２及び図３は、本発明の一実施形態である電子装置１０を示している。図２は電子装
置１０の断面図であり、図３は電子装置１０の平面図である。尚、本実施形態では、電子
装置として無線通信器に用いられる電子装置を例に挙げて説明するものとする。
【００２０】
　電子装置１０は、大略すると配線基板１１と電子部品１２とにより構成されている。配
線基板１１は、いわゆるコアレス基板である。この配線基板１１は、多層配線構造体１３
、第１の外部接続端子５１、第２の外部接続端子５２～５５、放熱板５７、及びアンテナ
であるダイポールアンテナ６０等を有している。
【００２１】
　多層配線構造体１３は、絶縁層１４，２４，３６、第１のビア１６～１８、第１の配線
２０～２２、第２のビア２７～２９、第２の配線３２～３４、第３のビア３９～４１、第
３の配線４３～４６、及び保護膜４８等を有している。
【００２２】
　ここで、後述するように上記の各構成の内、第１～第３のビア１６，２７，３９及び第
１～第３の配線２０,３２，４４は協働してグランド配線として機能する。また、第１～
第３のビア１７，２８，４０及び第１～第３の配線２１，３３，４５は協働して電子部品
１２で発生する熱を放熱板５７に放熱する放熱経路として機能する。更に、第１～第３の
ビア１８，２９，４１及び第１～第３の配線２２，３４，４６は協働してダイポールアン
テナ６０に対して信号を送信する信号供給線として機能する。
【００２３】
　絶縁層１４は、放熱板５７の面５７Ａを覆うように設けられている。この絶縁層１４と
しては、例えばエポキシ系樹脂やポリイミド系樹脂等を用いることができる。また、絶縁
層１４には、開口部１４Ａ～１４Ｃが形成されている。開口部１４Ａ，１４Ｂは放熱板５
７の面５７Ａを露出させるよう形成されており、開口部１４Ｃはダイポールアンテナ６０
の面６０Ａ（図１０参照）を露出させるよう形成されている。
【００２４】
　第１のビア１６は、開口部１４Ａに形成されている。また第１のビア１７は、開口部１
４Ｂに形成されている。この第１のビア１６は放熱板５７と電気的に接続しており、第１
のビア１７は放熱板５７と熱的に接続している。また、第１のビア１８は、開口部１４Ｃ
に形成されている。この第１のビア１８は、ダイポールアンテナ６０に電気的に接続して
いる。この第１のビア１６～１８の材料としては、例えばＣｕ等の熱伝導性の高い導電金
属を用いることができる。
【００２５】
　第１の配線２０～２２は、絶縁層１４の面１４Ｅ上に形成されている。第１の配線２０
は第１のビア１６と一体的に構成されており、よって第１のビア１６を介して放熱板５７
と電気的に接続されている。第２の配線２１は第１のビア１７と一体的に構成されており
、よって第２の配線２１は第１のビア１７を介して放熱板５７と熱的に接続されている。
第１の配線２２は第１のビア１８と一体的に構成されており、よって第１のビア１８を介
してダイポールアンテナ６０と電気的に接続されている。この第１の配線２０～２２の材
料としては、例えばＣｕ等の熱伝導性の高い導電金属を用いることができる。
【００２６】
　絶縁層２４は、第１の配線２０～２２を覆うように絶縁層１４の面１４Ｅに設けられて
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いる。絶縁層２４は、第１の配線２０の一部を露出する開口部２４Ａと、第１の配線２１
の一部を露出する開口部２４Ｂと、第１の配線２２の一部を露出する開口部２４Ｃとを有
する。絶縁層２４としては、例えばエポキシ系樹脂やポリイミド系樹脂等の樹脂層を用い
ることができる。
【００２７】
　第２のビア２７は開口部２４Ａに設けられており、第１の配線２０と電気的に接続して
いる。第２のビア２８は、開口部２４Ｂに設けられている。第２のビア２８は、第１の配
線２１と熱的に接続されている。第２のビア２９は、開口部２４Ｃに設けられている。第
２のビア２９は、第１の配線２２と電気的に接続している。上記の第２のビア２７～２９
の材料としては、例えばＣｕ等の熱伝導性の高い導電金属を用いることができる。
【００２８】
　第２の配線３２～３４は、絶縁層２４の面２４Ｅ上に形成されている。第２の配線３２
は、第２のビア２７と一体的に構成されている。第２の配線３３は、第２のビア２８と一
体的に構成されている。第２の配線３４は、第２の外部接続端子５４の位置からダイポー
ルアンテナ６０の位置まで延在しており、ダイポールアンテナ６０側の端部において第２
のビア２９と一体的に構成されている。この第２の配線３２～３４の材料としては、例え
ばＣｕ等の熱伝導性の高い導電金属を用いることができる。
【００２９】
　絶縁層３６は、第２の配線３２～３４を覆うように絶縁層２４の面２４Ｅに設けられて
いる。絶縁層３６は、第２の配線３２の一部を露出する開口部３６Ａと、第２の配線３３
の一部を露出する開口部３６Ｂと、第２の配線３４の一部を露出する開口部３６Ｃとを有
する。絶縁層３６としては、例えばエポキシ系樹脂やポリイミド系樹脂等の樹脂層を用い
ることができる。
【００３０】
　第３のビア３９は、開口部３６Ａに設けられている。第３のビア３９は、第２の配線３
２と電気的に接続している。第３のビア４０は、開口部３６Ｂに設けられている。第３の
ビア４０は、第２の配線３３と熱的に接続している。第３のビア４１は、開口部３６Ｃに
設けられている。第３のビア４１は、第２の配線３４と電気的に接続している。この第３
のビア３９～４１の材料としては、例えばＣｕ等の熱伝導性の高い導電金属を用いること
ができる。
【００３１】
　第３の配線４３～４６は、絶縁層３６の面３６Ｅに設けられている。第３の配線４３は
、信号バンプ５５の位置から第１の外部接続端子５１の位置まで長く延出するよう形成さ
れている。第３の配線４４は、グランドバンプ５２の位置から第１の外部接続端子５１の
位置まで延在しており、グランドバンプ５２側（図２中の右側）の端部は第３のビア３９
と一体的に構成されている。
【００３２】
　第３の配線４５は、第３のビア４０と一体的に構成されている。第３の配線４６は、第
３のビア４１と一体的に構成されている。この第３の配線４３～４６の材料としては、例
えばＣｕ等の熱伝導性の高い導電金属を用いることができる。
【００３３】
　保護膜４８は、第３の配線４３～４６を覆うように、絶縁層３６の面３６Ｅに設けられ
ている。保護膜４８は、第３の配線４３～４６を保護するための膜である。保護膜４８に
は複数の開口が形成され、これにより接続部４３Ａ，４３Ｂ，４４Ａ，４４Ｂ，４５Ａ，
４６Ａが形成されている。
【００３４】
　第１の外部接続端子５１は、接続部４３Ａ，４４Ａに設けられている。第１の外部接続
端子５１は、配線基板１１をマザーボード等の実装基板（図示せず）に電気的に接続する
ための端子である。第１の外部接続端子５１としては、例えば、はんだボールを用いるこ
とができる。
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【００３５】
　第２の外部接続端子５２はグランド用バンプであり、接続部４４Ｂに設けられている。
第２の外部接続端子５２は、電子部品１２のグランド用パッド（図示せず）と電気的に接
続されている。これにより、電子部品１２（グランド用パッド）は第３の配線４４を介し
て第１の外部接続端子５１に接続されると共に、第３のビア３９，第２の配線３２,第２
のビア２７,第１の配線２０，第１のビア１６を介して放熱板５７と電気的に接続される
。この構成により、放熱板５７はグランド電位となる。
【００３６】
　第２の外部接続端子５３はサーマルバンプであり、接続部４５Ａに設けられている。こ
の第２の外部接続端子５２は、電子部品１２に形成された放熱用のダミーパッド（図示せ
ず）と電気的に接続されている。よって電子部品１２は、第２の外部接続端子５３、第３
の配線４５、第３のビア４０、第２の配線３３，第２のビア２８，第１の配線２１，及び
第１のビア１７を介して放熱板５７と熱的に接続される。即ち、第１のビア１７（第１の
配線２１を含む），第２のビア２８（第２の配線３３を含む），及び第３のビア４０（第
３の配線４５を含む）は、電子部品１２で発生した熱を放熱板５７に放熱するサーマルビ
アとして機能する。
【００３７】
　第２の外部接続端子５４はアンテナ用バンプであり、接続部４６Ａに設けられている。
第２の外部接続端子５４は、電子部品１２のアンテナ用パッド（図示せず）と接続されて
いる。よって電子部品１２は、第２の外部接続端子５４、第３の配線４６、第３のビア４
１、第２の配線３４、第２のビア２９、第１の配線２２、及び第１のビア１８を介してダ
イポールアンテナ６０と電気的に接続される。
【００３８】
　第２の外部接続端子５５は信号用バンプであり、電子部品１２の信号用パッドと接続さ
れると共に接続部４３Ｂに設けられている。第２の外部接続端子５５は、第３の配線４３
を介して第１の外部接続端子５１と電気的に接続される。
【００３９】
　放熱板５７は、絶縁層１４の面１４Ｆを覆うように設けられている。また、ダイポール
アンテナ６０も絶縁層１４の面１４Ｆに設けられている。
【００４０】
　図３は、図２に示す半導体装置を平面視した図である。同図に示すように、放熱板５７
は多層配線構造体１３の第１面１３Ａ（絶縁層１４の面１４Ｆ）上に、ダイポールアンテ
ナ６０の形成位置を除き広く形成されている。具体的には、放熱板５７は第１面１３Ａの
全面積の約７０～８０％の面積を占めている。また、ダイポールアンテナ６０の形成位置
は、第１面１３Ａの端部（本実施形態では短辺側の一端部）に選定されており、放熱板５
７の形成領域がダイポールアンテナ６０により分断されるような構成とはされていない。
更に、ダイポールアンテナ６０は、除去部５８が形成さることにより所定のアンテナ形状
とされている。
【００４１】
　再び図２に戻り説明を続ける。電子部品１２は、例えば、ＲＦＩＣの構成（具体的には
、信号を発生させる回路）と、ＲＦＩＣからの信号を制御する制御回路とが搭載した高周
波対応の半導体チップである。この電子部品１２は、前記のように第２の外部接続端子５
２と接続されるグランド用パッド、サーマルバンプとなる第２の外部接続端子５３と接続
されるダミーパッド、第２の外部接続端子５４と接続されるアンテナ用パッド及び第２の
外部接続端子５５と接続される信号用パッド（各パッドは、いずれも図示せず）を有する
。電子部品１２は、第２の外部接続端子５２～５５により、配線基板１１に対してフリッ
プチップ接続されている。また、フリップチップ接続された電子部品１２と配線基板１１
との間には、アンダーフィル樹脂６１が配設されている。
【００４２】
　上記した本実施形態に係る電子装置１０によれば、多層配線構造体１３の電子部品１２
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が接続される面とは反対側の面にダイポールアンテナ６０を設けることにより、多層配線
構造体１３の同一平面上に電子部品１２とダイポールアンテナ６０とを設けた場合よりも
配線基板１１の面方向のサイズを小型化することができる。これにより、電子装置１０の
小型化を図ることができる。
【００４３】
　また前記のように、電子部品１２と放熱板５７は、第２の外部接続端子５３、第３の配
線４５、第３のビア４０、第２の配線３３，第２のビア２８，サーマル配線２１，及び第
１のビア１７（以下、この熱の伝達する経路を熱伝達経路という）を介して熱的に接続さ
れている。よって、電子部品１２で発生した熱は、熱伝達経路を介して効率よく放熱板５
７に熱伝導され、放熱板５７で放熱される。よって、電子部品１２で発生する熱を効率よ
く放熱することができる。
【００４４】
　また本実施形態では、電子部品１２に形成される信号用、アンテナ用、電源用、及びグ
ランド用の各パッドをペリフェラル状に配置し、その内部に複数の熱伝達経路を形成して
いる。よって、この構成によっても電子部品１２で発生する熱を効率よく放熱板５７に熱
伝達することができる。
【００４５】
　また電子部品１２と放熱板５７は、第３の配線４４、外部接続端子５１に接続されると
共に、第３のビア３９，第２の配線３２,第２のビア２７,第１の配線２０，第１のビア１
６を介して電気的に接続されており、よって放熱板５７はグランド電位とされている。
【００４６】
　更に、ダイポールアンテナ６０は、多層配線構造体１３上の第１面１３Ａにおける端部
位置（図３参照）に形成されている。また、放熱板５７は第１面１３Ａの広い領域に形成
されている。従って、ダイポールアンテナ６０にアンテナ信号を供給するアンテナ配線３
４と放熱板５７は、長い範囲において対向した構成となっている。
【００４７】
　よって、放熱板５７とアンテナ配線３４はマイクロストリップ構造となり、アンテナ配
線３４に高周波信号を流しても損失が発生することを抑制することができる。更に、放熱
板５７はグランド電位とされているため、シールド板としても機能し、外部から外乱が電
子部品１２に侵入したり、電子部品１２で発生する電磁波が外部装置に影響を及ぼしたり
することを抑制することができる。
【００４８】
　更に、放熱板５７は金属製であるため、多層配線構造体１３がいわゆるコアレス基板で
あっても、これを補強することができる。これにより、電子装置１０の機械的な強度は向
上し、よって電子装置１０の信頼性を高めることができる。
【００４９】
　なお、本実施の形態では、多層配線構造体１３の積層数（絶縁層及び配線の積層数）が
３層の場合を例に挙げて説明したが、多層配線構造体１３の積層数は２層でもよいし、３
層以上であってもよい。
【００５０】
　次に、本発明の一実施形態である配線基板及び電子装置の製造方法について説明する。
以下の製造方法の説明では、図２及び図３に示した電子装置１０の製造方法を例に挙げて
説明するものとする。
【００５１】
　図４～図１０は、配線基板１１及び電子装置１０の製造工程を示す図である。尚、図４
～図１０において、図２及び図３に示した電子装置１０と同一構成部分には同一符号を付
し、適宜その説明を省略する。
【００５２】
　配線基板１１及び電子装置１０を製造するには、先ず図４に示すように多層配線構造体
１３を形成するときの支持板となる金属板７０を準備する。金属板７０としては、例えば
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金属箔を用いることができる。この金属箔としては、例えばＣｕ箔を用いることができ、
その厚さは例えば２０μｍ～３０μｍとすることができる。
【００５３】
　次いで、図５に示すように、金属板７０の面７０Ａ上に開口部１４Ａ～１４Ｃを有した
絶縁層１４を形成し、その後、第１のビア１６～１８及び第１の配線２０～２２を形成す
る。
【００５４】
　具体的には、例えば、金属板７０の面７０Ａ上に絶縁層１４として樹脂フィルムの貼着
により樹脂層を形成し、その後レーザ加工により開口部１４Ａ～１４Ｃを形成する。次い
で、樹脂層を覆うよう無電解めっきでシード層（図示せず）を形成し、シード層上に第１
の配線２０～２２の形成領域のみを露出する開口部を有したレジスト膜を形成する。
【００５５】
　続いて、シード層を給電層とする電解めっき法により、開口部から露出されたシード層
上に導電金属を析出成長させる。その後、レジスト膜及びレジスト膜に覆われていたシー
ド層を除去することで、第１のビア１６～１８及び第１の配線２０～２２を形成する。樹
脂層の材料としては、例えば、エポキシ系樹脂やポリイミド系樹脂等を用いることができ
る。シード層及び導電金属の材料としては、例えば、Ｃｕを用いることができる。
【００５６】
　次いで、図６に示す工程では、図５に示す工程と同様な手法により、図５に示す構造体
上に、絶縁層２４，３６と、第２及び第３のビア２７～２９，３９～４１と、第２及び第
３の配線３２～３４，４３～４６とを形成する。
【００５７】
　次いで、図７に示すように、図６に示す構造体上に、第３の配線４３～４６の接続部４
３Ａ～４６Ａ，４３Ｂ，４４Ｂを露出する開口部を有した保護膜４８（ソルダーレジスト
）を形成する。これにより、多層配線構造体１３が形成される。また、図５～図７に示す
工程が多層配線構造体形成工程に相当する。
【００５８】
　次いで図８に示す工程では、金属板７０に除去部５８を形成することにより、図３に示
した平面形状を有する放熱板５７及びダイポールアンテナ６０を同時に形成する。（金属
板加工工程）。この除去部５８は、例えば、金属板７０をエッチングすることで形成する
。エッチングとしては、ウエットエッチングやドライエッチングを用いることができる。
具体的な方法としては、エッチングレジストを金属板７０上に形成し、このエッチングレ
ジストを放熱板５７及びダイポールアンテナ６０に対応した所定形状にパターニングした
後、これをマスクとしてエッチングを行うことにより放熱板５７及びダイポールアンテナ
６０を同時に形成する。
【００５９】
　このように本実施形態では、多層配線構造体１３を形成するときの支持板となる金属板
７０をパターニングすることにより、放熱板５７とダイポールアンテナ６０を同時に形成
している。このため、金属板７０を除去した後に改めて放熱板５７とダイポールアンテナ
６０を形成する方法に比べ、配線基板１１の製造工程数を削減することができる。更に、
放熱板５７とダイポールアンテナ６０を別箇に形成する方法に比べても、本実施形態では
放熱板５７とダイポールアンテナ６０を同時形成するため製造工程数を削減することがで
きる。よって、本実施形態に係る製造方法によれば、配線基板１１の製造コストを低減す
ることができる。
【００６０】
　次いで、図９に示す工程では、接続部４３Ｂ，４４Ｂ，４５Ａ，４６Ａに第２の外部接
続端子５２～５５を形成する。これにより、配線基板１１が製造される。尚、第２の外部
接続端子５２～５５としては、例えば、はんだバンプを用いることができる。また、第２
の外部接続端子５２～５５としてはんだバンプを用いる場合、第２の外部接続端子５２～
５５は、例えば、Super Jufit（スーパージャフィット）法（昭和電工株式会社の登録商
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標）により形成することができる。
【００６１】
　次いで、図１０に示す工程では、第２の外部接続端子５２～５５に、電子部品１２の各
パッドを接続（フリップチップ接続）する。続いて、配線基板１１と電子部品１２との間
にアンダーフィル樹脂６１が配設される。次に、配線基板１１の第３の配線４３，４４の
保護膜４８から露出した部分に第１の外部接続端子５１が配設され、これにより配線基板
１１と電子部品１２とを備えた電子装置１０が製造される。
【００６２】
　続いて、上記した実施形態の変形例について説明する。図１１乃至図１３は、上記した
実施形態の変形性である製造方法を示している。尚、本変形例の製造方法は、上記した実
施形態に係る製造方法と図７に示す工程までは同一の製造工程であるため、図７以降の製
造工程について説明するものとする。
【００６３】
　図７に示されるように多層配線構造体１３が形成されると、本変形例では続いて図１１
に示すように電子部品１２を多層配線構造体１３上に搭載する。具体的には、先ず接続部
４３Ｂ，４４Ｂ，４５Ａ，４６Ａに第２の外部接続端子５２～５５を形成し、この第２の
外部接続端子５２～５５に電子部品１２の各パッドを接続（フリップチップ接続）する。
続いて、配線基板１１と電子部品１２との間にアンダーフィル樹脂６１が配設される。
【００６４】
　次いで図１２に示す工程では、金属板７０に除去部５８を形成することにより、図３に
示した平面形状を有する放熱板５７及びダイポールアンテナ６０を同時に形成する。（金
属板加工工程）。この除去部５８は、上記した実施形態と同様に、金属板７０をエッチン
グ（ウエットエッチングやドライエッチング等）することで形成することができる。本変
形例でも、放熱板５７とダイポールアンテナ６０は同時形成されるため、製造工程数の低
減及びコストの低減を図ることができる。
【００６５】
　次に、配線基板１１の第３の配線４３，４４の保護膜４８から露出した部分に第１の外
部接続端子５１が配設され、これにより本変形例の製造方法によっても、上記した実施形
態に係る製造方法と同様に配線基板１１と電子部品１２とを備えた電子装置１０が製造さ
れる。
【００６６】
　尚、本実施の形態の半導体装置の製造方法では、１枚の金属板７０に１つの多層配線構
造体１３を形成した場合を例に挙げて説明したが、１枚の金属板７０に複数の多層配線構
造体１３を形成し、次いで、各多層配線構造体１３に電子部品１２を実装し、その後、金
属板７０を切断して、複数の電子装置１０を製造してもよい。
【００６７】
　また、２枚の金属板７０を対向するよう配置すると共にその端部を接着剤等で接合し、
この２枚の金属板７０の夫々に多層配線構造体１３を形成し、次いで、各多層配線構造体
１３に電子部品１２を実装し、その後２枚の金属板７０を分離した後に放熱板５７及びダ
イポールアンテナ６０を形成する方法とすることも可能である。
【００６８】
　また、本実施形態では多層配線構造体１３に形成するアンテナとしてダイポールアンテ
ナ６０を例に挙げて説明したが、他の構成のアンテナ（例えば、パッチアンテナ，逆Ｆ型
アンテナ等）を適用することも可能である。
【００６９】
　更に、本実施形態では第１乃至第３のビア１７，２８，４０及び第１乃至第３の配線２
１，３３，４５を熱が伝達する経路（いわゆるサーマルビア）として使用する構成につい
て説明したが、これを接地することによりグランドを兼ねる構成とすることも可能である
。
【図面の簡単な説明】
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【００７０】
【図１】従来の半導体装置の断面図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る半導体装置の断面図である。
【図３】図２に示す半導体装置を平面視した図である。
【図４】本発明の一実施形態に係る半導体装置の製造工程を示す図（その１）である。
【図５】本発明の一実施形態に係る半導体装置の製造工程を示す図（その２）である。
【図６】本発明の一実施形態に係る半導体装置の製造工程を示す図（その３）である。
【図７】本発明の一実施形態に係る半導体装置の製造工程を示す図（その４）である。
【図８】本発明の一実施形態に係る半導体装置の製造工程を示す図（その５）である。
【図９】本発明の一実施形態に係る半導体装置の製造工程を示す図（その６）である。
【図１０】本発明の一実施形態に係る半導体装置の製造工程を示す図（その７）である。
【図１１】変形例に係る半導体装置の製造工程を示す図（その１）である。
【図１２】変形例に係る半導体装置の製造工程を示す図（その２）である。
【図１３】変形例に係る半導体装置の製造工程を示す図（その３）である。
【符号の説明】
【００７１】
１０　半導体装置
１１　配線基板
１２　電子部品
１３　多層配線構造体
１４，２４，３６　絶縁層
１４Ａ，１４Ｂ，１４Ｃ　開口部
１６，１７，１８　第１のビア
２０，２１，２２　第１の配線
２７，２８，２９　第２のビア
３２，３３，３４　第２の配線
３９，４０，４１　第３のビア
４２，４３，４４，４５，４６　第３の配線
４８　保護膜
５１　第１の外部接続端子
５２，５３，５４，５５　第２の外部接続端子
５７　放熱板
５８　除去部
６０　ダイポールアンテナ
６１　アンダーフィル樹脂
７０　金属板
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